
６．防災、防犯対策の推進

（１）防災対策

ア　防災対策の基本的な方針
　　災害対策基本法の一部改正
　東日本大震災の教訓を踏まえ、防災対策に
おける高齢者、障害者、乳幼児等の「要配慮者」
に対する措置は一層重要になってきている。
　上記の教訓を踏まえ、政府では平成24年度
に、高齢者や障害者などの多様な主体の参画
を促進し、地域防災計画に多様な意見を反映
できるよう、地方防災会議の委員として、自
主防災組織を構成する者又は学識経験のある
者を追加すること等を盛り込んだ「災害対策
基本法の一部を改正する法律（平成24年法律
第41号）」を制定し、災害対策基本法の改正
を行った（第１弾改正）。
　その後、第１弾改正で残された課題や、防
災対策推進検討会議の最終報告書（平成24年
７月31日）等を踏まえ、市町村長に要配慮者
のうち災害時の避難行動に特に支援を要する
者について名簿を作成することを義務付け
る、主として要配慮者を滞在させることが想
定される避難所に適合すべき基準を設ける等
の事項を含む所要の法改正を実施した。（災
害対策基本法等の一部を改正する法律（平成
25年法律第54号））（第２弾改正）

イ　要配慮者対策等の推進
　平成25年６月の災害対策基本法の改正を受
け、避難行動要支援者名簿の作成・活用に係
る具体的手順等を盛り込んだ「避難行動要支
援者の避難行動支援に関する取組指針」を平
成25年８月に策定・公表した。
　同法改正においては、避難所における生活
環境の整備等に関する努力義務規定も設けら
れ、この取組を進める上で参考となるよう、
主に、避難所運営に当たって高齢者を含む避

難者の支援に関して留意すべき点等を盛り込
んだ、「避難所における良好な生活環境の確
保に向けた取組指針」を策定・公表した。27
年度においては、市町村におけるより一層の
取組を促進するため、避難所や福祉避難所の
指定の推進、避難所のトイレの改善、要配慮
者への支援体制の構築等に係る課題につい
て、有識者による検討会を開催し、幅広く検
討を行った。
　市町村が、要配慮者にも配慮した、避難所、
避難路等の整備を計画的、積極的に行えるよ
う、防災基盤整備事業等により支援し、地方
債の元利償還金の一部について交付税措置を
行っている。
　また、地域防災計画上社会福祉施設など要
配慮者等の避難所となる公共施設のうち、耐
震改修を進める必要がある施設についても公
共施設等耐震化事業等により支援し、地方債
の元利償還金の一部について交付税措置を
行っている。
　防災基盤整備事業の一つとして「災害時要
援護者緊急通報システム」の普及に努めると
ともに、要配慮者が入所する施設における避
難対策の強化等の防火管理の充実について消
防機関に周知している。
　地域や企業等における各種防災訓練の際
に、要配慮者を重点とした避難誘導訓練を実
施し、防災意識の高揚を図っている。
　各都道府県警察においては、障害のある人
が入所する施設等への巡回連絡、ミニ広報紙
の配布、FAXネットワーク（交番等に設置
されているFAXと障害者団体、障害のある
人の自宅等のFAXを利用して情報交換を行
うもの）の活用等による障害のある人の防災
に関する知識の普及等障害のある人に対する
支援体制の整備促進に努めている。
　災害時においては、建物の崩壊、道路の損
壊等による交通の混乱が予想されることか
ら、光ビーコン、交通情報板等の整備を推進
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し、災害時に障害のある人等を救援するため
の緊急通行車両等の通行を確保するととも
に、災害時の停電による信号機の機能停止に
備え、信号機電源付加装置の整備を推進し、
障害のある人等の安全な避難を確保するよう
努めている。

ウ　要配慮者関連施設等への対策
　要配慮者対策を推進するには、まず、地域
における要配慮者の状況を的確に把握した上
で、社会福祉施設など要配慮者が入所してい
る施設自らの対策を促進するための情報提供
等を行う必要がある。
　また、「避難行動要支援者の避難行動支援
に関する取組指針」（平成25年８月内閣府（防
災））及び「避難勧告等の判断・伝達マニュ
アル作成ガイドライン」（平成26年９月内閣
府（防災））を参考に、要配慮者や要配慮者
関連施設への防災情報の伝達体制を整備し、
入所者等の避難・救出・安否確認などの警戒
避難体制の具体化を促進するとともに、被災
した場合の防災関係機関への迅速な通報体制
の整備及び避難先における入所者等の生活確
保体制の整備を促進する必要がある。同時に、
要配慮者施設の職員や消防職団員、自主防災
組織等が中心となって、地域の実情に応じた
支援体制をつくることが必要である。
　要配慮者利用施設等における土砂災害対策
については、社会福祉施設等を保全するため、
土砂災害防止施設の整備を第４次社会資本整
備重点計画に基づき、重点的に実施するとと
もに、激甚な水害・土砂災害を受けた場合は
再度災害防止対策を実施する。あわせて、「土
砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策
の推進に関する法律」（以下「土砂災害防止法」
という。）に基づき、市町村地域防災計画に
おいて土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施
設の名称及び所在地を定めるとともに、「土
砂災害防止対策基本指針」及び「土砂災害警

戒避難ガイドライン」により市町村の警戒避
難体制の充実・強化が図れるよう支援を行っ
ている。さらに、土砂災害・全国防災訓練で
は、ハザードマップを活用した実践的な避難
訓練等を重点的に実施する。
　また、土砂災害特別警戒区域における要配
慮者利用施設の建築が予定されている開発行
為の許可制等を通じて要配慮者等の安全が確
保されるよう、「土砂災害防止法」に基づき
基礎調査や区域指定の促進を図っている。
　平成27年８月には、文部科学省、厚生労働
省、国土交通省が、社会福祉施設、学校、医
療施設等その他の主として防災上の配慮を要
する者が利用する施設における土砂災害対策
を推進するため、土砂災害のおそれのある箇
所及び同箇所に立地する当該施設に関する基
本的な情報の共有等、各関係機関に連携強化
を図るよう助言している。
　また、要配慮者の安全かつ迅速な避難が可
能となるように、防災情報システム等の整備
強化を図ることに加え、洪水、津波、高潮、
土砂災害等が発生した場合に備え、過去の災
害や危険箇所、情報入手方法、避難場所、避
難経路等を具体的に示したハザードマップ等
によるきめ細かな情報の提供を推進し、防災
意識の高揚に努めている。
　なお、平成25年の「水防法」改正において、
水災時における要配慮者利用施設（社会福祉
施設、学校、医療施設その他の主として防災
上の配慮を要する者が利用する施設）の利用
者の円滑かつ迅速な避難を確保するために、
市町村防災会議は市町村地域防災計画に位置
づけられた浸水想定区域内の要配慮者利用施
設の所有者又は管理者等への洪水予報等の伝
達方法を定めることとしたほか、当該施設の
所有者又は管理者に対し避難確保計画の作成
等を努力義務化するなど、水災防止体制の強
化を図っている。
　さらに、山地災害危険地区等のうち病院、
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